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「令和３年度困難を抱える若年女性支援業務」 企画提案説明書 

１ 本説明書について 

  札幌市が実施する「令和３年度困難を抱える若年女性支援業務」の契約候補者を

選定する公募型企画競争の実施に関して、必要な事項を定める。

２ 担当部署 

〒060-0051 札幌市中央区南１条東１丁目 大通バスセンタービル１号館３階 

札幌市子ども未来局子ども育成部子ども企画課 中村・馬場  

  TEL：011-211-2982 

  FAX：011-211-2943 

  E-mail:kodomo.jisedai@city.sapporo.jp 

３ 企画競争に付する事項 

（１）業務名

  令和３年度困難を抱える若年女性支援業務

（２）業務の内容

  別添仕様書のとおり。

（３）履行期間

   契約締結日から令和４年３月 31 日（木）まで

（４）予算規模

  １１，９９０千円（消費税及び地方消費税の額を含む。）を上限とする。 

  ※上記金額は規模を示すものであり、契約は別途設定する予定価格の範囲内で行

う。 

４ 参加資格要件 

本業務を効果的に実施することができ、次に掲げる全ての要件を満たすものとす

る。 

（１）札幌市内に事務所又は支社、支店を有し、札幌市内で事業を実施することがで

きること。 

（２）企画提案書の提出期限において、札幌市競争入札参加資格者名簿（物品・役務）

に登録されている者、又は同名簿に登録されておらず以下のいずれにも該当しな

い者。 

ア 特別の理由がある場合を除くほか、次のいずれかに該当する者 

（ア） 契約を締結する能力を有しない者 

（イ） 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

（ウ） 役員等(申請者が個人である場合にはその者を、申請者が法人である場
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合にはその役員又はその支店若しくは営業所(常時契約を締結する事務所

をいう。)の代表者、申請者が団体である場合は代表者、理事等をいう。以

下同じ。)が暴力団員(札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第 2 条第 2 

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。)であると認められる者 

（エ） 暴力団(札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第 2 条第 1 号に規定す

る暴力団をいう。以下同じ。)又は暴力団員が経営に実質的に関与している

と認められる者 

（オ） 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと

認められる者 

（カ） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しく

は関与していると認められる者 

（キ） 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められる者 

イ 札幌市との入札及び契約等において、次のいずれかに該当すると認められる

者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する

者で、その事実があった後、３年を経過しない者(ただし、これらの事由により

既に札幌市競争入札参加停止等措置要領に基づく参加停止の措置を受けた者を

除く。) 

（ア） 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又

は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者 

（イ） 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な

価格の成立を害し若しくは不正の利益を得るために連合した者 

（ウ） 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた

者 

（エ） 地方自治法第 234 条の 2 第 1 項の規定による監督又は検査の実施に当

たり職員の職務の執行を妨げた者 

（オ） 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

（カ） 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の

請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行った者 

（キ） 競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結又は契約の履

行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

ウ 直前１期の決算(当該期の会計期間が 12 月に満たない場合は直前２期の決

算)における製造、販売、請負等の実績高がない者 

エ 不渡手形又は不渡小切手を発行して、銀行当座取引を停止された者で、２年

を経過しない者 
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オ 市区町村税又は消費税・地方消費税を滞納している者 

カ 会社更生法による更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に

よる再生手続開始の申立てがなされている者（手続開始の決定後の者は除く。）

等経営状態が著しく不健全な者。 

キ 企画提案書の提出期限において、札幌市競争入札参加停止等措置要領の規定

に基づく参加停止の措置を受けている者。 

ク 政治団体（政治資金規正法第３条の規定によるもの）に該当しないこと 

ケ 宗教団体（宗教法人法第２条の規定によるもの）に該当しないこと 

コ 特定の公職者（その候補者を含む）若しくは政党を推薦し、支持し又はこれ

に反対することを目的とするものでないこと 

５ スケジュール 

（１）公募開始               令和３年４月１日（木） 

（２）質問書提出期限            令和３年４月 15 日（木） 

（３）参加意向申出書            令和３年４月 19 日（月） 

（４）企画提案書提出期限          令和３年４月 26 日（月） 

（５）審査（ヒアリング）          令和３年５月 17 日（月）を予定 

                      ※詳細は参加者に別途通知する 

（６）結果通知               令和３年５月下旬を予定 

（７）事業開始               令和３年８月上旬を予定 

６ 参加手続きに関する事項 

（１）企画競争に関する質問の受付 

  ア 提出期限 

    令和３年４月 15 日（木）17 時 15 分必着 

  イ 提出方法 

    質問書（様式１）により、電子メール又はＦＡＸで「２ 担当部署」へ提出

すること。なお、電子メールにより提出する場合は件名を「令和３年度困難を

抱える若年女性支援業務に関する質問」とすること。

  ウ 回答方法

    質問への回答は、令和３年４月 16 日（金）17 時 15 分までに随時ホームペー

ジで公開する。 

（２）参加意向書の提出 

ア 提出期限 

  令和３年４月 19 日（月）17 時 15 分必着 

イ 提出方法 
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公募型企画競争参加意向申出書（様式２）を持参又は郵送により提出するこ

と。なお、札幌市競争入札参加資格者名簿（物品・役務）に登録されていない

者については、参加資格要件を満たしているか確認が必要であるため、下記（ア）

～（エ）の書類についても併せて提出すること。 

（ア）登記事項証明書の写し 

企画提案書の提出期限の３ヵ月前の日以降に発行された最新の内容のも

の。 

現在事項又は履歴事項全部証明書どちらでも可 

（イ）市区町村税の納税証明書の写し 

企画提案書の提出期限の３ヵ月前の日以降に発行された、課税されてい

るすべての項目について、未納がない旨の証明書（契約の権限を委任しな

い場合は本店、委任する場合は受任者となる支店等の所在地の市区町村が

発行する納税証明書。所在地が札幌市の場合は、札幌市が発行する「納税

証明書（指名願）とする。」 

（ウ）消費税及び地方消費税の納税証明書の写し 

企画提案書の提出期限の３ヵ月前の日以降に発行された、未納がない旨

の証明書（本店所在地を所管する税務署が発行する納税証明書） 

（エ）賃借対照表、損益計算書の写し 

企画提案書の提出期限の直前２期分（決算期変更により 12 ヵ月に満た

ない決算期がある場合は直前３期分。設立直後で直前１期分の決算しか終

えていない場合は直前１期分）について、確定している決算書（賃借対照

表、損益計算書）を提出すること。 

ウ 提出先 

「２ 担当部署」と同じ。 

エ 受付時間 

8 時 45 分から 17 時 15 分まで（土日・祝日を除く） 

オ 参加資格の審査 

提出を受けた内容等から参加資格の審査を行い、参加資格を満たすことが確

認できた者に対しては、その旨を電子メール又はＦＡＸ等にて通知する。 

参加資格を満たすことが確認できなかった者に対しては、その旨を文書で通

知する。なお、上記審査により参加資格を満たすことが確認できた者について

も、最終的に契約候補者が選定され契約締結に至るまでの間に、下記（ア）～

（ウ）の項目に該当することが判明した場合は、提案書類を受け付けず、もし

くは既に提出された提案書類の評価を行わず、又は契約候補者としての選定を

取り消すものとする。 

（ア）参加資格を満たしていないことが判明し、又は満たさないこととなった

とき。 
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（イ）提案書類に虚偽の記載をしたことが判明したとき。 

（ウ）不正な利益を図る目的で企画競争実施委員等と接触し、又は利害関係を

有することとなったとき。 

（３）企画提案書の提出 

ア 提出期限 

令和３年４月 26 日（月）17 時 15 分必着 

イ 提出方法 

下記様式について、郵送又は持参により提出すること。下記（イ）、（ウ）に

ついては９部（正本１部、副本８部）提出すること。 

なお、提出に当たっては、一式をクリップで留めることとし、ステープラー

は使用しないこと。また、特別な製本も行わないこと。 

（ア）企画提案書提出書（様式３） 

（イ）企画提案書 

自由様式、Ａ４判片面で作成（枚数は自由）。表紙及び目次を除きページ

の通し番号を付すこと。 

（ウ）参考見積書 

自由様式、Ａ４判片面で作成。経費の内訳を記載、消費税相当額も明示

すること。 

ウ 提出先 

「２ 担当部署」と同じ。 

エ 受付時間 

８時 45 分から 17 時 15 分まで（土日・祝日を除く） 

（４）参加辞退 

参加意向申出書提出後に参加を辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出す

ること。 

７ 企画提案を求める事項 

企画提案書は、別紙仕様書に基づき、以下の内容について作成すること。 

（１）本事業を実施するに当たっての方針、基本的な考え方、本事業を実施すること

により期待される効果について（困難を抱える若年女性を支援する上での課題を

踏まえて記載すること。） 

（２）事業を行う人員体制（個人情報の取扱い等の事務執行体制を含む） 

（３）アウトリーチ支援の具体的方法 

（４）居場所の提供に関する支援の方法・提供体制・規模 

（５）自立支援の具体的方法 
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（６）行政機関や他の支援機関との連携 

（７）業務スケジュール 

（８）その他法人の概要が分かるもの 

（９）参考見積書 

Ａ４判片面（書式及び枚数は自由）とする。人件費（社会保険料などの法定福

利費を含む。）及び諸経費等の積算根拠が分かるように作成すること。 

８ 審査 

企画提案は、本市が設置する「困難を抱える若年女性支援業務企画競争実施委員

会」（以下「実施委員会」という。）において審査する。 

（１）審査方法 

ア 本市が設置する実施委員会が、企画競争参加者の提出した企画提案書の内容

及びヒアリングを実施し、採点を行う。予算規模の範囲内で、最低基準点（委

員の総合得点の６割）以上であり、合計得点の最も高かった者を契約候補者と

して選定する。 

イ 総合得点が同点の企画提案書があるときは、委員会で協議の上、選定するも

のとする。 

ウ 選定の結果は、ヒアリングを実施した者全員に文書で通知する。 

エ 参加者が１者であっても、最低基準点（委員の総合得点の６割）以上である

ときは、契約候補者として選定する。 

（２）ヒアリングについて 

ア 令和３年５月 17 日（月）に実施予定。出席者は総括責任者を含め最大３名ま

でとする。 

イ ヒアリングは１者あたり約 35 分（説明 20 分、質疑応答約 15 分）を想定し、

順次個別に行う。（ヒアリング時間は想定であり、変わる可能性がある。） 

ウ 配付資料は紙のみとし、紙の配付資料を基に説明すること。（パソコンやスク

リーン等の機器は使用しないこととする。） 

エ ヒアリングは、事前に提出した企画提案書を用いて行うこと。（ヒアリング当

日、審査委員に対して事前提出書類以外の資料を配付することはできない。） 

オ ヒアリング日時等詳細については、参加者に別途連絡する。 

９ 評価について 

（１）評価項目及び評価基準 

評価基準点は「５点：非常に優秀、４点：優秀、３点：普通、２点：やや劣る、

１点：劣る」とし、「評価基準点×係数」により、各実施委員が独立して評価点を

算出し、その評価点の合計値に基づき実施委員会が評価を確定することとする。 
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評価項目 評価基準 係数 
評価点 

上限 

事業への理解・

取組姿勢 

本事業の目的を十分に理解し、若年女性等を

取り巻く現状と課題を踏まえた内容である

か 

３ 15 

実施団体等の強み・特徴等、支援を行う上で

有利と思われる事項があるか 
２ 10 

実施内容に明確性、意欲、熱意はあるか ２ 10 

参考見積額の積算が提案内容に対して妥当

なものであり、費用対効果が十分に見込まれ

るか 

２ 10 

事業の実施に当たり、十分な体制をとること

ができると認められるか（個人情報の取扱い

等の事務執行体制を含む） 

２ 10 

企画提案の 

具体的内容 

アウトリーチ支援について、本事業が対象と

している若年女性とつながることができる

よう、効果的な取組や創意工夫がなされてい

るか。 

４ 20 

居場所の提供について、安心・安全な居場所

を確保でき、見守り体制等、実効性のある内

容となっているか 

２ 10 

自立支援について、対象者の生活の安定に向

けた効果的な取組や創意工夫がなされてい

るか 

３ 15 

関係機関との連携が期待できる内容となっ

ているか 
２ 10 

合  計 110 

（２）評価についての申し立て 

企画提案者は自らの評価に疑義があるときは、選定結果に係る通知を受けた日

の翌日から起算して３日（土日・休日を除く。）以内に、自らの評価について書面

により疑義の申し立てを行うことができる。 

10 契約 

  契約は、選定された契約候補者と本市の間で協議を行い、協議が整った場合には、

地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号に定める随意契約にて、当該業務の実
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施に係る役務契約を締結することを原則とする。 

  なお、企画競争入札の性質上、当該契約に当たり、企画提案内容（参考見積内容

を含む。）をもって、そのまま契約するとは限らない。 

  また、選定された契約候補者との協議が不調に終わった場合には、順位２位以降

の者を繰り上げて、その団体と契約に向けた協議を行う。 

11 その他 

（１）企画提案に係る一切の費用は、企画提案者の負担とする。 

（２）提出された企画提案書等は返却しない。 

（３）提出後の企画提案書等の訂正、追加及び再提出は認めない。 

（４）同一の事業者からの複数の企画提案書の提出は認めない。 

（５）提出された企画提案書等は、札幌市情報公開条例（平成 11 年条例第 41 号）の

規定により、公開する場合がある。 

（６）企画提案に当たって虚偽の記載及び申告等不正とみなされる行為があったとき

は、その企画提案を無効とする。 

12 問い合わせ先 

  〒060-0051 札幌市中央区南１条東１丁目 大通バスセンタービル１号館３階 

  札幌市子ども未来局子ども育成部子ども企画課 中村・馬場 

 TEL：011-211-2982 

  FAX：011-211-2943 

  E-mail:kodomo.jisedai@city.sapporo.jp 


